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 1989 年に世界初のアクティブ制御による制震建築物である「京橋成和ビル」が

登場して以降、建築物の構造設計への応答制御技術の適用は一般的なものとなっ

ている。中でも、省エネルギーで高い性能を発揮できるセミアクティブ制御は、

制御を現実の建築物に適用する際のさまざまな制約を軽減しうる枠組みとして、

技術者の関心を集めている。 

 他方、通常パッシブ型の制御となる免震構造の建築への適用例は膨大な数にの

ぼる。免震構造物は大地震に対しても、安全性の確保と機能継続が期待されるが、

免震層の変位抑制と上部構造の加速度応答抑制は、一般的に、トレードオフの関

係にある。上述のセミアクティブ制御との融合により、両者をともに満たすこと

が可能となり、2000 年の「慶応義塾大学創想館」を始めとして、その後いくつか

の実用例がある。 

 このような状況の中、本論文は、免震機構に減衰力切り替え機構を有するセミ

アクティブ制御を融合して、免震層の変位抑制を果たしながら、効率的で、安定

性の高い、高度な応答制御の実現を目指すものであり、特に近年その危険性が叫

ばれている長周期地震動にも有効な制御の実現に向けた検討を行っている。 

 

 第１章は序論である。「研究の背景と目的」と題し、免震構造に関する研究の進

展とセミアクティブ制御の適用に関する分類、また長周期地震動の取り扱いに関

する経緯とその対応について整理している。同時に、応答低減の必要性など検討

目的を明らかにするとともに、論文の全体構成について示した。 

 

 第２章は「ＭＲダンパーによる減衰力切替制御」と題し、通常の設計に用いら

れる程度の地震に対する性能の向上を目的として、減衰力を連続的に変化させて

免震層の応答変位のみならず上部構造の応答加速度の両者を低減することについ

て検証を行っている。免震構造に応答制御を適用するにあたって、デバイスとし

てＭＲダンパーを採用し、制御アルゴリズムとしてはゲインスケジュール（ＧＳ

［Gain Scheduled］）制御を適用している。さらに、制御理論の適用にあたって

は実機における指令値と制御力との間の時間遅れ等の要因が影響を及ぼす可能性

があることから、模型試験体を用いた振動台実験と解析との比較を行っている。 

 ＭＲダンパーはオイルダンパーの一つであり、作動油として機能性流体の一つ

である磁気粘性（ＭＲ［Magneto-Rheological］）流体を封入することで様々な制

御則に対して柔軟に対応できる特徴を有するデバイスである。ＭＲ流体は外部か

ら供給される磁場の強さを変えることにより粘度を変化させ、デバイスの発生す

る減衰力を連続的に可変とすることができる。本検証では、定電流における繰り

返し加振結果に基づく速度―減衰力関係から定式化された制御力と印加電流との

関係式を用いて制御を行った。 
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 ＧＳ制御は、制御力がデバイスの速度に比例する双線形系のシステムに対し適

切な解を得ることが可能な制御理論である。制御力に関するパラメータである減

衰係数及び速度を時変パラメータとして制御系設計に組み込み、これら２つの時

変パラメータをそれぞれ軸とする平面上での各時変パラメータの最大値及び最小

値の組合せ、すなわち端点についてあらかじめ設計された特定の制御器（ゲイン）

を一定のルールで組み合せて（スケジュール）制御を行う。本検証では、時変パ

ラメータに応じた適切な端点制御器の設定により、制御の切り替えに伴う応答の

劣化（加速度応答の増加）を防止しつつ、免震層の応答変位を効果的に低減でき

ることを示した。 

 検証にあたっては、免震構造の応答周期と上部構造の固有周期とが近接する可

能性や、無視した上部構造の影響によるスピルオーバ現象発生の可能性に対応す

るため、免震試験体の上部構造を１層（１質点）でなく２層の構造物として設計

するとともに、ＧＳ制御の端点制御器の設計にロバスト性を理論的に担保できる

𝐻ஶ制御を適用し、免震層の応答変位の低減と同時に上部構造の応答加速度の増大

も防止できることを示した。 

 

 第３章は「二段階切替制御による長周期地震動に対する応答低減効果」と題し、

南海トラフ沿いの巨大地震などにおいて発生が予測されている長周期・長時間地

震動（以下単に「長周期地震動」）に関連して、免震層の過大な応答変位やそれに

伴う周囲構造物との衝突などの問題への対応の必要性が提起されていることから、

地震応答の過程で一度だけ減衰係数を切り替えて応答変位を低減する二段階切替

制御の有効性について検証を行っている。なお、二段階切替制御では制御効果に

対する減衰力の時間遅れなどの影響は生じないと考えられるため、実験による検

証は不要と判断して実施していない。 

 長周期地震動については、時刻歴応答解析を行う大臣認定建築物の性能評価で

必ず採用しなければいけない地震動（国土交通省の通知において示された、いわ

ゆる公開波）を対象とした。 

 免震構造については、各種の減衰材の採用を仮定した代表的な複数の免震構造

に公開波を入力し、免震部材の繰り返し依存性の影響を考慮した解析を行った結

果、免震層の過大な応答変位の発生につながる可能性の高いものとして、鉛プラ

グ入り積層ゴム支承を設けた既存の免震建築物を検討対象とした。 

 二段階切替制御は、免震層に減衰要素としてオイルダンパーを設けて応答を抑

制する際に見られる免震層の応答変位と上部構造の応答加速度とのトレードオフ

の関係を改善するためのものである。長周期地震動に対して免震層の応答変位を

許容範囲に収めることを意図した減衰の設定では、減衰係数が一定値であると上

部構造の応答加速度が増大して上部構造の損傷や居住性の劣化につながる恐れが 
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ある。そこで、加速度応答より変位応答の成長が時間的に遅れる傾向を踏まえ、

地震応答の後半にのみ応答変位の抑制への対応として減衰を高めるよう、地震時

に一度だけ減衰係数の切り替えを行う二段階切替制御を提案し、解析により検証

した。減衰係数の切り替えに関しては、免震層の応答変位と鉛プラグ入り積層ゴ

ムの繰り返し依存性（切片荷重の低下率）との関係に着目したところ、過大な応

答変位の見られた解析ケースでは、すべて低下率が 0.715 未満となっていたこと

から、地震応答の初期状態（すなわち低下率 1.0）から切片荷重が逓減して低下

率 0.715 に達することを防止するために、低下率が 0.8 または 0.9 に達する時点

を減衰係数の切り替えの閾値として設定した。 

 公開波のうち免震層の応答の大きくなる波形を用いて二段階切替制御を適用し

た解析の結果、通常用いられるレベル２地震動に対する上部構造の頂部応答加速

度を抑制し、同時に、免震層の応答変位を限界変位以内に抑えることができた。

鉛プラグ入り積層ゴムにおいては切片荷重の低下率が積層ゴムの吸収エネルギー

に対し逓減する特性に着目することで、地震応答の後半に過大な変形発生の恐れ

が大きくなる場合に付加減衰を高くして対応することが可能となった。 

 また、公開波を用いた検討に対する補足として、位相が変化した場合の影響を

把握するため、公開波のうちターゲットスペクトル pSv（h=5%）の大きな波形に

ついて、位相の異なるばらつき検討用波形をそれぞれ 21 波ずつ作成し、二段階切

替制御を適用した解析を実施した。鉛プラグ入り積層ゴムの切片荷重の低下が吸

収エネルギーと関連することから地震波のエネルギースペクトル Ve（h=10%）に

着目して比較したところ、公開波の Ve の数値はばらつき検討用波形の変動の範

囲内にあるが、ばらつき検討用波形の平均よりも下回る場合もあった。こうした

Ve のばらつき等の影響によって、公開波を用いた結果はばらつきを考慮した解析

に対して必ずしも安全側の評価とならないこともある。ただし、減衰を付加する

ことでいずれの波形に対しても応答のばらつきは抑えられることも示されており、

二段階切替制御は地震動の位相の変化を考慮しても想定する性能を発揮できるも

のと考えられる。 

 

 第４章は「結論」と題し、総括として本研究の成果を要約するとともに、今後

の課題について示している。 

 

 本研究は、大地震時の安全性確保や地震直後からの機能継続など高い性能を目

標とする免震構造について今後想定される巨大地震を含む様々な特性を有する地

震に対し免震層の応答変位の抑制と上部構造の応答加速度の低減を同時に達成し、

かつ、既存の免震建築物にも適用可能な免震構造の性能向上手法として、地震に

対する都市のレジリエンスを高めることに寄与するものと考えられる。 
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